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【研究ノート】

一般病棟高齢患者への身体拘束に関連した研究動向と減少要因の解明

山下菜穂子、宮本大樹、中澤明美

Research Trends and Decreasing Factors Related to Physical Restraints on 
Elderly Patients in General Wards 

YAMASHITA Naoko, MIYAMOTO Daiki, NAKAZAWA Akemi 

要旨

目的：2016年から2022年までの一般病棟における身体拘束に関する研究論文をレビューし、研究の動向

の把握と身体拘束の減少に関連する要因について明らかにすることを目的とした。

方法：医中誌Web ver.5を使用して、「身体拘束」・「一般病棟」・「高齢者」をキーワードに、検索された

15件の文献から、一般病棟における身体拘束の研究動向を把握し、身体拘束の減少・廃止に関連する要

因について分析した。

結果：１）研究動向：年別論文数は2019年より多くなり、事例研究と量的研究が最も多く、患者を対象

とした研究が多かった。研究目的は、「身体拘束の代替案や回避方法」が最も多く７件みられた。その次

に多かったのは看護師を対象として、「看護師の困難や教育背景・道徳的感性と身体拘束実施の関連」を

明らかにしたものであった。

２）身体拘束の減少・廃止に関連する要因：内容分析の結果、関連する要因として８つの【カテゴリ】が

生成された。コード数の最も多かったものは、【多職種カンファレンスの実施】と【全身状態のアセスメ

ント】の２つであり、次に【認知症ケアの研修】と【認知症ケアの実施】、【身体拘束解除の時間】をつく

ることであった。さらに【代替案の検討と実施】や【看護管理者の認識】、【倫理教育の実施・継続】も要

因となっていた。

考察：研究動向に関して、2019年より先行研究が多くみられるのは、2018年ころより一般病棟における

身体拘束がゼロとなった一般病棟の雑誌特集も発行されるなど、国全体で身体拘束低減への意識が高まっ

ている結果と思われる。研究デザインは事例研究が多く、客観性や一般化可能性の検証が必要である。研

究対象に関しては、看護管理者を対象としたものはみられなかった。身体拘束の減少には、看護管理者の

取り組みも大きく影響するため、今後は看護管理者を対象とした調査も必要と思われる。身体拘束の減少

に関連する要因について８要因が明らかとなったが、これらの要因を包括的に調査しているものは見られ

ず、今後の課題である。

キーワード： 一般病棟、身体拘束、高齢患者

　　　　　　general ward,   physical restraint,  elderly patients
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Ⅰ．緒言
　我が国の高齢者人口は3627万人となり、総人口に占める割合（高齢化率）は29.1％と過去最高となっ

た（総務省．2022）。病院においても入院する患者のうち約74％以上を65歳以上の高齢者が占めている

現状がある（厚生労働省．2020）。高齢者は、認知機能の低下、身体機能の低下による易転倒性などがあ

り、入院といった環境変化や疾患による全身状態の悪化からせん妄をおこしやすく（北川ら．2014；繁田．

2013；熊澤．2013）、安全上の理由から身体拘束を受けやすい。拘束のための道具を用いて体の一部も

しくは全身の行動を制限する身体拘束は、人権擁護の観点から問題があるだけでなく、高齢者のQOL（生

活の質）を根本から損なう危険性を有している。身体拘束によって、高齢者の身体機能は低下し、寝たき

りにつながるおそれがある。さらに、人間としての尊厳も侵され、ときには死期を早めるケースも生じか

ねない（厚生労働省．2001）。このため、身体拘束はできる限り回避することが望ましい。

　我が国においては、2001年に身体拘束ゼロへの手引が発行され、介護保健施設では原則身体拘束は廃

止となった。しかし一般病棟では、治療のもと緊急やむを得ないと判断した際は身体拘束の実施が認めら

れており、2016年の調査では、一般病床の90％以上が身体拘束を実施していることが明らかとなってい

る（公益社団法人全日本病院協会．2016）。これに対し、日本看護倫理学会は身体拘束ガイドラインを発

行し、看護部長は身体拘束に対する明確なポリシーを表明して組織の方針として示すことを提言した。ま

た日本老年看護学会も「一般病棟での身体拘束を当たり前としない医療・ケア」を打ち出している（日本

老年看護学会．2016）。さらに診療報酬改定では、2016年に身体拘束の実施は減算の対象となり（厚生

労働省．2016）、2018年には、夜間看護加算や急性期看護補助体制加算の要件として、日頃より身体的

拘束を必要としない状態となるよう環境を整えることが明記された（厚生労働省．2018）。これらは、つ

まり国全体が一般病棟における身体拘束廃止にむけて取り組んでいることを示している。

　このような社会背景に伴い、一般病棟高齢患者への身体拘束実施に対してどのような対策が実施され、

身体拘束の減少にどのような要因が関連しているのであろうか。本研究は、先行研究から一般病棟におけ

る身体拘束に関する研究動向を把握し、研究内容と結果・課題から身体拘束の減少に関連する要因を明ら

かにしていくことを目的とした。

Ⅱ．研究目的
　本研究の目的は、先行研究から一般病棟の身体拘束に関する研究動向を把握し、身体拘束の減少に関連

する要因について明らかにすることである。なお、対象は「一般病棟での身体拘束を当たり前としない医

療・ケア」が打ち出され、診療報酬改定にて身体拘束の実施が減算の対象となった2016年から2022年ま

での一般病棟における身体拘束に関する研究論文とする。

Ⅲ．用語の定義
１．身体拘束

　厚生労働省の「身体拘束ゼロの手引き」には、「身体拘束その他入所者（利用者）の行動を制限する行為」

として具体的な行為11項目が挙げられている。本研究で用いる「身体拘束」とは、この厚生労働省の示

す身体拘束と同意味と定義づける。また、先行研究の中で論じられている「身体抑制」「抑制」「拘束」も、

この「身体拘束」と同意味と定義づける。



一般病棟高齢患者への身体拘束に関連した研究動向と減少要因の解明（山下 他） 195

２．一般病棟

　一般病床（医療法第７条の病床の種別より：精神病床、感染症病床、結核病床および療養病床を除く病

床）で構成され、集中治療室や手術室、救急病棟を除いた病棟と定義する。

Ⅳ．研究方法
１．対象文献の選定方法

　医学中央雑誌Web版Ver.5を用いて、キーワードを「身体拘束」and「一般病棟」and「高齢者」とし、

2016年～ 2022年までの原著論文に限定して検索した結果、17件が抽出された。抽出された17件のうち

精神科と救急病棟を対象としたものを除外し、15件を分析対象として分析フォーマットを作成した。

２．分析方法

　論文ごとに発行年、タイトル、著者名、研究目的、研究対象、研究方法、結果に分けた一覧表を作成し

た。全体を可視化し、研究の動向について分析した。

　各文献を精読し、身体拘束の減少・廃止に関連した要因をコードとして抽出した。そのコードを意味内

容の類似性に基づきカテゴリ化した。分析は老年看護学領域の研究者間で検討し、信頼性と妥当性を確保

した。

３．倫理的配慮

　文献の使用において出典を明らかにし、著作権を遵守し実施した。本研究内容に関する利益相反事項は

存在しない。

Ⅴ．結果
　抽出された15文献の概要を表１に示す。

１．年別論文数　

　対象とした2016年～ 2022年までの論文のうち、2016年は３件あったものの、2017年～ 18年は各１

件であった。2019年は５件、2020年は４件と2019年より多くなっていた。なお2022年は６月現在１件

であった。

２．研究デザイン

　事例研究と量的研究が最も多く４件みられた。質的研究は３件で文献レビューは２件であった。この２

件のレビュー論文の期間は2003年～ 2015年までの文献を対象としており、研究目的や内容が明らかと

なっていた。介入研究と尺度開発が各１件みられた。

３．研究対象

　患者を対象としたものが最も多く７件みられた。次に看護師を対象とした研究が５件、文献レビューが

２件であった。他に家族を対象としたものが１件あった。
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文献
番号

タイトル 著者名 発行年 研究目的 研究対象 研究方法 結果

1
一般病棟における患者の尊厳と倫
理的課題への取り組み　抑制解除
に取り組んだ事例の振り返りから

大井裕美子
久保祥子

細海加代子
2022

転倒防止で抑制していた
状況を改善する

急性期治療後の70
歳代アルツハイマー
型認知症患者

「患者のニーズを重視した看
護」として多職種CFにてケ
ア方針を共有抑制の代替案を
継続

看護師と患者のストレスは緩和，ADL拡大し家
族も安心感を得た

2
一般病棟の認知障害高齢者に対す
る入院時から身体拘束の回避・解
除を念頭においた転倒予防ケア行
動評価尺度の開発

牧野真弓
加藤真由美
成瀬早苗

2020

一般病棟の認知障害高齢
者に対する入院時から身
体拘束の回避と解除を念
頭においた転倒予防ケア
行動評価尺度の開発

全国の一般病棟看護
師1,128名に配布し
分析対象は303名

尺度原案の作成，予備調査後
全国の看護師に無記名自記式
質問用紙と2週間後の再テス
トの実施

22項目5因子構造【入院時から納得を目指す接
近】【身体拘束を回避・解除する転倒予防連
携】【その人らしさを尊重するケア者の態度】
【拘束回避の転倒予防技術】【その人らしい活
動支援】

3
認知症高齢患者の身体抑制実施に
おける家族の思い　配偶者と実子
に焦点を当てて

高原さおり
佐藤久美子

小木曽加奈子
他

2020

初めて身体抑制された患
者の家族はどのような思
いを抱いているのか明ら
かにする

病棟で抑制されてい
る認知症高齢患者の
同居している家族3
名

インタビュー調査

4つのカテゴリ，１２サブカテゴリ－から構
成．4カテゴリは【身体抑制を受け入れるとい
う選択しか選べない】【入院生活による認知機
能の悪化】【介護の負担】【社会資源の活用】

4 一般病棟における身体拘束に関す
る研究から見える現状

黒木智鶴
三浦沙織
新田章子

2020

身体拘束に関して看護師
が行った研究から，身体
拘束実施の現状を明らか
にし，身体拘束をしない
ための方策を考える基礎
資料とする

２００６年～２０１
５年までの　２８文
献

分析フォーマットを作成し，
一覧表を作成研究内容のカテ
ゴリ化をした

看護師が取り組んだ研究は【Ⅰ身体拘束に関す
る判断の根拠と判断の方法】【Ⅱ身体拘束を実
施しない，または拘束時間のための看護師の取
り組みと効果】【Ⅲ.身体拘束実施時の看護師の
行動と弊害の実態】【Ⅳ.身体拘束に対する看護
師の葛藤】【Ⅴ.身体拘束用具を使って身体拘束
をしないための看護用具の開発・工夫】【Ⅵ.身
体拘束されている患者をみて生じた家族の思い
に対する配慮】【Ⅶ.物理的環境要因の改善内
容】であった

5
認知症高齢患者の日常生活動作の
改善を目指した取り組み

梅澤愛
米澤恵美子

照島悠子　他
2019

身体拘束による身体的苦
痛の緩和や危険行動の回
避

回復期リハ病棟の認
知症高齢患者

リハビリにレクレーションを
取り入れた．内容は患者の好
みに応じて「音楽鑑賞」「映
画鑑賞」「塗り絵」「写経」
「パズル」「折り紙」「テー
ブルゲーム」「風船バレー」
など

多くの患者で意思疎通が改善し，表情が豊かに
なり，ADLが拡大した

6
【各種難病の看護支援】〔第2部〕
パーキンソン病患者に対する身体
拘束解除の取り組み

川端裕美 2020
身体拘束を実施していた
患者に対し，２４時間身
体拘束を解除する

８０歳代女性　パー
キンソン病で気管切
開にてカニューレ挿
入中．自己抜去リス
クが高いため身体拘
束を実施していた

臨床倫理４分割法に基づき情
報整理本人のニーズに対する
介入

カニューレ自己抜去がみられているが早期発
見・すみやかに対応することができている

7
一般病棟における身体拘束の実態
と看護の課題　東海地方を対象と
した郵送式質問紙調査

桐山啓一郎
松下年子

2019

東海地方4県の一般病棟
で身体拘束されている患
者の実態把握・倫理的観
点を踏まえた身体拘束予
防・早期解除方法を明ら
かにする

東海地方（静岡・岐
阜・愛知・三重）の
一般病棟を有する
447病院のある一時
点で身体拘束を実施
している入院患者

質問用紙調査

・身体拘束患者のうち33.０％は認知症・せん
妄・精神疾患のいずれも診断されていない．
・患者の55.1％　入院日から調査日まで身体
拘束を継続されていた
・看護師が身体拘束の開始を判断していたのは
96.4％であった

8 一般病棟で働く看護師の認知症看
護に関する困難

篠原千夏
時崎楓　他

2019
一般病棟で働く看護師の
認知症看護に関する困難
を明らかにする

1病院の内科病棟に
勤務する2年以上の
看護師11名

半構成的面接法

看護する上で困っている・難しいこと・悩みは
以下の11カテゴリーとなった①否定しない関
わり・患者の興奮②ワンパターンな関わりの妥
当性③読み取れない患者のニーズの把握⓸傷つ
けない関わり方⑤他患に迷惑をかける言動等⓺
自己抜去と安静保持困難⑦抑制の妥当性⑧離床
に関する看護弛緩の意見の相違⑨家族への認知
症の症状の傷付かない伝え方⑩繰り返されるト
イレコールへの対応⑪他の業務への支障

9
一般病床における身体拘束日数と
高齢者の特徴との関連

柴田明日香 2019

一般病床で身体拘束を受
けた高齢者について身体
拘束日数と高齢者の特徴
の関連を明らかにする

調査期間内に身体拘
束を受けた高齢者
140名

無記名自記式調査票
障害老人の日常生活自立度C・夜間の中途覚醒
あり・安静が守れないの3要因が身体拘束日数
に関連していた．

10
一般病棟の認知障害高齢者へ身体
拘束回避で転倒を予防する熟練看
護師の思考と実践のプロセス

牧野真弓
加藤真由美 2019

一般病棟に入院してきた
認知障害高齢者へ，身体
拘束を回避して転倒を予
防する熟練看護師の思考
と実践のプロセスを明ら
かにする

身体拘束を回避して
転倒予防に努める経
験年数10年以上の
看護師18名

半構成化面接

熟練看護師は患者に認知機能障害があると判断
するとまずBPSDを予防するために【認知症ケ
アモードへ切り替え】を行う．その上で【説得
をせず納得を目指した信頼形成】を目指すため
に，出来る限りの転倒予防策を投入して【拘束
フリーで見極め】を行う．さらに患者の【”ど
うしたい”の解読】を行って欲求へ徹底対応す
る．平行して【居心地の良い環境マネジメン
ト】を展開し，安心して安全に活動できる環境
を整えるという思考と実践のプロセスが見出さ
れた．

11
一般病棟における看護師の教育背
景と高齢患者への身体拘束に対す
る認識との関係

森野美由紀
平田弘美

2018

一般病棟で働く看護師の
背景と身体拘束に対する
認識との関係を明らかに
する

A県一般病棟に勤務
し，直接患者の看護
ケアを行っている看
護師４０２名

質問用紙調査

身体拘束に対する認識には，看護師の経験年
数，エイジズム，卒後の認知症看護に関する研
修参加が関係していた．看護師の経験から得た
知識や卒後教育から得た知識が身体拘束を必要
とする認識を低くくすることが判明した

12
大学病院一般病棟看護師の認知症
高齢者に対する身体抑制の経験と
道徳的感性の特徴

野崎茂正
生野繁子

2017
身体拘束の経験と道徳的
感性の特徴を明らかにす
る

１施設の一般病棟に
勤務する看護師３６
８名

質問用紙調査
経験年数が長いほど道徳的感性が高い
講習や研修の受講経験がある看護師ほど道徳的
感性が高い

13
気管カニューレと胃管チューブを
挿入している患者の看護　適切な
抑制具の選択と抑制中のケア

宮原祥彰 2016

抑制具が適切だったか，
ストレスを軽減する介入
は他になかったのか振り
返る

気管カニューレと胃
管チューブ挿入の７
０歳代女性

不穏状態が続くため，カン
ファレンスでえ共有し抑制具
をアセスメントし適宜変更す
る
抑制を外して話を傾聴する時
間をつくる
家族に協力してもらい一緒の
時は抑制を外す

抑制を外して清拭をする，話を傾聴する・抑制
具の見直しなどで挿入物の自己抜去はなかった

14

環境の変化によりせん妄状態と
なった高齢患者における身体抑制
具介助の有効性　　夜間せん妄患
者に対する関わりとその効果を振
り返って

永井由紀 2016
身体抑制具介助の有効性
について検討する

９０歳代緊急搬送さ
れ救命センターに入
院，全身状態改善す
るが夜間不穏状態で
身体抑制を実施され
ている

抑制を解除しベッドサイドで
寄り添った

不眠時の薬剤を使用せず，入眠することができ
るようになった

15
一般病棟の高齢患者へ身体拘束を
行った看護師を対象とした看護研
究の動向

山岡八千代
藤野文代

2016
一般病棟における身体拘
束の看護研究の動向を明
らかにする

2003年～2013年
の文献7件
医中誌Web「身体拘
束」「高齢者」「看
護師」「認知症」が
キーワード

著者名・研究目的・研究方
法・結論を整理し内容を検討
し，看護研究の動向を明らか
にした

・研究目的は身体拘束の実態・看護師の困難や
ジレンマについての実態・身体拘束の減少に向
けた取り組みを明らかにするものだった
・5件が量的調査　2件が質的調査
・身体拘束の減少には，身体拘束の看護研究を
行うことおよび研修会の参加が有効

表１　　対象文献の概要
表１　対象文献の概要
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４．研究目的

　レビュー論文２件を除く2016年から2022年の研究目的は、「身体拘束の代替案や回避方法」が７件、「看

護師を対象とした看護師の困難や教育背景・道徳的感性と身体拘束実施の関連」が３件、「患者の実態に

関するもの」２件および、「家族の思い」を明らかにしたものが1件であった。

 

５．身体拘束の減少に関連する要因

　身体拘束の減少（廃止）に関連した要因を表２に示す。

　15文献から、身体拘束の減少や廃止に結びついた要因のコード数は35コード抽出された。そのコード

を意味内容の類似性に基づきカテゴリ化した結果、８つの【カテゴリ】が生成された。８つのカテゴリの

中でコード数が多くみられたものは【多職種カンファレンスの実施】、【全身状態のアセスメント】の２つ

でそれぞれ８コードから生成された。

　 

表２　身体拘束の減少・廃止に関連する要因　＊　〈　〉は文献番号　n=35

 

　カテゴリ 　コード(n=35)

①　多職種カンファレンスの実施
　　n=8 (23 %)

・患者のニーズを満たしているかの多職種カンファレンス〈１〉
・カンファレンスの実施〈４〉
・多職種で身体拘束を考える〈４〉
・多職種チームで対処方法を共有〈6〉
・患者にとっての最善は何か多職種でアセスメント〈６〉
・医師も含めた患者の心理面、治療方法の検討・話し合い〈7〉
・認知症患者の定期的な多職種カンファレンスの実施〈8〉
・看護師のみのカンファレンスと多職種カンファレンス〈13〉

⓶　全身状態のアセスメント
      n=8 (23 %)

・その人らしい活動ができるように工夫する〈２〉
・疼痛や治療・ケアへの理解度のアセスメント〈２〉
・不必要な抑制でないかアセスメントする〈３〉
・患者の趣向に合わせたレクリエーションの実施〈５〉
・身体拘束3～4日目で必要性についてアセスメント〈9〉
・切迫性や非代替性について十分にアセスメント〈9〉
・抑制具が適切かアセスメント〈13〉
・不穏状態についてのアセスメント〈14〉

⓷　認知症ケアの研修
      n=5(14%)

・認知症ケアの理解〈１〉
・認知症やせん妄に対する知識の獲得〈７〉
・危険行動のある患者のかかわり方についての勉強会の実施〈8〉
・認知症看護に関する研修〈11〉
・認知症・身体拘束に関する研修会参加〈15〉

④　認知症ケアの実施
　　 n=5 (14%)

・BPSDを発症させない関わり〈２〉
・その人らしさを尊重する態度〈２〉
・入院生活のリズムを整える〈３〉
・その人らしさを尊重した看護の工夫〈４〉
・パーソン・センタード・ケアの理念に基づく安心できるケアを提供〈10〉

⑤　身体拘束解除の時間
      n=４ (11%)

・抑制せずにそばに寄り添う〈２〉
・身体拘束解除の時間を家族に協力してもらいつくる〈４〉
・抑制を外す時間をつくる〈13〉
・抑制具の解除の時間をつくる〈14〉

⑥　代替案の検討と実施
      n=2 (6%)

・身体拘束を回避・解除する方法と技術〈２〉
・身体拘束をしない看護の工夫・代用品の作成〈４〉

⑦　看護管理者の認識
      n=2 (6%)

・管理者も一緒に話しやすい部署風土をつくる〈１〉
・身体拘束への取り組みに管理者の存在が大きい、
　　看護師だけでなく看護管理者の認識を明らかにする〈４〉

⑧　倫理教育の実施・継続
      n=１ (3%)

・看護倫理の講習及び継続教育〈12〉
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　以下に８つのカテゴリ【　】について、代表的なコード＜　＞を用いて説明する。

①　身体拘束に関する【多職種カンファレンスの実施】　これは８つのコードから生成された。

　＜多職種間で身体拘束を考える＞、＜多職種チームで対処方法を共有＞する、＜患者にとっての最善は

何か多職種でアセスメント＞するというように、身体拘束そのものを多職種で考え、対処方法を共有し、

多職種でアセスメントを行っていた。また＜医師も含めた患者の心理面・治療方法の検討・話し合い＞、

＜患者のニーズを満たしているかの多職種カンファレンス＞を実施というように、治療方法や患者のニー

ズは何かといった視点での多職種カンファレンスも行われていた。

　現時点で身体拘束の実施をしている・いないに関わらず、＜認知症患者の定期的な多職種カンファレン

スの実施＞、＜看護師のみのカンファレンスと多職種カンファレンス＞に分けてのカンファレンスを実施

していることも明らかとなった。

②　【全身状態のアセスメント】　これは８つのコードから生成された。

　患者に対する具体的なアセスメントとして、＜疼痛や治療・ケアへの理解度のアセスメント＞や＜不穏

状態についてのアセスメント＞を行っていた。また、身体拘束に対しては＜抑制具が適切かアセスメン

ト＞を行うだけでなく、＜身体拘束３～４日目で必要性についてアセスメント＞し、＜不必要な抑制でな

いかアセスメントする＞ということを行っていた。このように全身状態のアセスメントを行い、＜患者の

趣向に合わせたレクリエーションの実施＞を行う、また＜その人らしい活動ができるように工夫する＞と

いうことが行われていた。

③　【認知症ケアの研修】　これは５つのコードから生成された。

　＜認知症・身体拘束に関する研修会参加＞や＜認知症看護に関する研修＞に参加し、＜認知症やせん妄

に対する知識の獲得＞をしていた。また認知症ケアの研修では、＜認知症ケアの理解＞といった一般的な

ことだけでなく、＜危険行動のある患者のかかわり方についての勉強会の実施＞というように具体的なも

のまで学んでいた。

④　【認知症ケアの実施】　これは５つのコードから生成された。

　認知症ケアの実施に関しては、＜入院生活のリズムを整える＞ことを行ったり、＜BPSD（＝Behavioral 

and Psychological Symptoms of Dementia：認知症の行動・心理症状）を発症させない関わり＞を実施し

たりしていた。また＜パーソン・センタード・ケア（＝認知症高齢者に対応するためのケア理念：その人

をとりまく人々や社会とのかかわりをもち、人として受け入れられ、尊重されていると本人が実感できる

ケア）の理念に基づく安心できるケアを提供＞することも行っていた。

⑤　【身体拘束解除の時間】を確保する

　４つのコードから生成され、＜抑制せずにそばに寄り添う＞こと、＜抑制を外す時間をつくる＞、＜抑

制具の解除の時間をつくる＞ということを行っていた。また医療スタッフだけで対処するのではなく、＜

身体拘束解除の時間を家族に協力してもらいつくる＞ことも行っていた。

⑥　 【代替案の検討と実施】

　これは２つのコードから生成された。＜身体拘束を回避・解除する方法と技術＞を検討し、＜身体拘束
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をしない看護の工夫・代用品の作成＞を行っていた。

⑦　【看護管理者の認識】

　実際に患者のケアを実施する看護師や他の医療スタッフだけでなく、＜管理者も一緒に話しやすい部

署風土をつくる＞ことを行っていた。また、＜身体拘束への取り組みに管理者の存在が大きい、看護師

だけでなく看護管理者の認識を明らかにする＞ことを重要ととらえていた。

⑧　【倫理教育の実施・継続】

　＜看護倫理の講習及び継続教育＞というように、倫理教育を単発に実施するだけでなく、継続教育を

行っていくという１つのコードから生成された。

Ⅵ．考察
１．一般病棟高齢患者への身体拘束に関連した研究動向

１）年代別にみると2019年より一般病棟の身体拘束に関連した研究が多くなっていた。これは2018年

ころより、高度急性期病院では難しいとされてきた身体拘束の減少に挑戦し、ゼロ化を達成した急性期

一般病棟の書籍や（小藤．2018）、一般病院に入院中で身体拘束をされていた552名の患者の実態調査

を実施し、看護師の工夫によって身体拘束を廃止・減少させた質の高い看護ケア事例などが提示されて

いる病院の雑誌特集も発行（看護管理．2020）されており、急性期病院や一般病棟全体に、身体拘束

廃止に対する意識が高まっている結果と思われる。

２）研究デザインとしては、事例研究と量的研究が多くみられた。１名の患者を対象とし、具体的な手

法が詳細に論じられていたが、対象患者は年齢や疾患がそれぞれ異なっている。このような事例研究で

の身体拘束が減少した成功例が、一般化の可能性があるかといった検証が必要である。また、量的研究

も事例研究と同様数みられていた。東海地方の447病院で身体拘束を実施している入院患者を対象とし

た調査では、身体拘束患者のうち33％は認知症やせん妄、精神疾患のいずれも診断されていなかった

ことや、患者の55.1％が入院日から調査日まで身体拘束を実施されていたことが明らかになっていた

（桐山ら．2019）。身体拘束が実施される背景として、認知症やせん妄があり、安静の必要性が理解で

きなかったり守れなかったりすることが大きな要因であることが多い（関根．2000；藤嶋ら．2002）。

また入院時はもとより、定期的に身体拘束が解除できないかのアセスメントが重要である。しかしなが

ら、このように認知症などの診断がされていないのに身体拘束が実施されている理由や、身体拘束解除

のアセスメントが実施されたのか否かは、定かではない。よって、このような量的調査を全国的に継続

し、身体拘束が実施されている理由や身体拘束解除の検討の実施状況に対しても詳細に調べていく必要

があると考える。

３）研究対象は事例研究で対象となった患者が最も多かった。その次に実際に高齢者へ看護ケアを実施

する看護師であり、看護管理者を対象としたものはなかった。一般病棟では身体拘束に対する規定が存

在せず、身体拘束を軽減するための看護管理も体系的に整理されていない。治療を行う一般病棟では、

事故予防・安全が第一義とされる。事故が起これば、疾病の治癒・回復が遅延するため、非拘束下の事

故では医療者や家族から担当看護師は非難され、責任も追及される（日本老年看護学会．2016）。この
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ような社会背景において多くの病院組織は患者の安全が第一という組織風土であったと考える。一般病棟

における身体拘束が問題視されたのは2015年頃からであり、まずは身体拘束の実態や、実際にケアを実

施している看護師の調査に焦点があてられていたため、看護管理者を対象としたものがみられなかったの

ではないかと推察する。身体拘束の減少を目指す場合に看護管理者の取り組みも大きく影響するため、今

後は看護管理者を対象とした研究も必要と考える。また家族３名を対象とした調査では、初めて身体拘束

を実施された家族の思いとして、「身体拘束を受け入れるという選択しか選べない」という思いを抱いて

いることも明らかとなっていた（高原ら．2020）。家族を対象とした調査が１件と少なく、身体拘束とい

う問題に対して、家族や介護者はどのような思いを感じているのか、また医療者に最も要望していること

は何かといった調査を今後、多く行っていくことも重要である。

４）2003年～ 2013年の過去10年間における研究目的は身体拘束の実態・看護師の困難やジレンマにつ

いての実態・身体拘束の減少に向けた取り組みの結果に関することであり、2016年以降もほぼ同様であっ

た。看護師は認知症などに対して治療への理解が得られない患者や点滴などの自己抜去の可能性がある患

者に対して、ジレンマを感じながらも、安全確保や治療優先といった理由により身体拘束を使用している

ことが報告されている（丸井ら．2007）。しかしながら、このような実態やジレンマに対して、どのよう

な対策がとられ、結果どうであったかまでを明らかにしたものは少ない。今後は実態の中の問題に対して

どのように対処したのか、また看護師の葛藤やジレンマに対し、どのような介入が行われ結果どうであっ

たかなどを明確にしていくことが必要と考える。

２．一般病棟における身体拘束の減少に関連する要因

　分析したほとんどの文献では、１つだけ、身体拘束減少に対して、例えば多職種カンファレンスの実施

によってどのように身体拘束が減少や解除できたかなど、取り組んでいたことがあげられた。しかしなが

ら、身体拘束の実施には多数の要因が関連していると考える。今回、身体拘束の減少に関連する要因は８

つあることが明らかとなったが、これらの要因を包括的に調査しているものは見られず、今後の課題であ

る。

　また、【倫理教育の実施・継続】に関しては、看護師だけでなく組織や多職種全体で実施していく必要

がある。Chris Gastmansは、医療における倫理的問題は、無力感、能率性と費用効率、職場の圧力、（無）

能力、人材・経済的資源の不足などの環境の中で起こると述べている（Chris G．2008）。身体拘束に対

する倫理教育の実施は看護部が中心となり看護師が対象となっているものがほとんどである。しかし多職

種カンファレンスと同様に、倫理教育の実施・継続も組織全体、全職員を対象として実施していくことが

重要である。

　身体拘束が減少する要因として、【看護管理者の認識】も重要であることが今回の分析で明らかとなっ

た。看護管理者の仕事は、最も有効で可能なケアを患者およびその家族の人々に与えるために、計画

し、組織化し、指示を与え、そして入手できる財政的・物質的・人的資源を統制することである（Gillies. 

1982/1986）。そして、急性期病院における身体拘束実施の減少には、管理的要因も示されており（西嶋ら．

2009）、看護管理者が問題意識をもち、組織として取り組みを行う必要があることが示唆される（南﨑ら．

2023）。日本看護倫理学会が身体拘束の廃止・軽減を目指すために、看護管理者が組織の意思を示すべき

であると提言している（日本看護倫理学会．2015）ことからも、今後は看護管理者の取り組みやその効

果についても調査していく必要がある。さらに、病院全体で身体拘束廃止に取り組むことにより、身体拘



一般病棟高齢患者への身体拘束に関連した研究動向と減少要因の解明（山下 他） 201

束の実施率が減少するということが明らかになっている（星野ら．2007）ことから、病院という組織全

体の取り組みを明らかにしていく必要がある。

Ⅶ．本研究の限界
　今回対象とした文献の検索方法として医中誌webのみを用いている。日本語の文献に限定したため、海

外の一般病棟における身体拘束の減少・廃止への要因に対しての知見が含められなかった。またキーワー

ドによる抽出にとどまったことから、他の有用な文献を抽出できなかった可能性がある。今後は諸外国で

の身体拘束に関する研究論文も含めて分析していく必要がある。

Ⅷ．結論
　本研究において一般病棟における身体拘束の研究動向と身体拘束の減少に関連している要因として以下

のことが明らかとなった。

１．一般病棟の身体拘束に関する研究は2019年ころより増加していた。

２．全国的な身体拘束の実態調査を継続し、その詳細について明らかにしていくことや家族を対象とした

調査も今後必要である。

３．研究対象として、看護師だけでなく、看護管理者を対象とした研究が今後必要である。

４．身体拘束の減少に関連する要因として、①多職種カンファレンスの実施、②全身状態のアセスメント、

③認知症ケアの研修、④認知症ケアの実施、⑤身体拘束解除の時間確保、⑥身体拘束代替案の検討と実

施、⑦看護管理者の認識、⑧倫理教育の実施・継続の８要因が明らかとなった。しかしこれらは、それ

ぞれの要因が身体拘束の減少にどのような効果があったかといった調査結果が多かった。身体拘束が実

施される要因は１つではないことから、今後はこれらの要因を包括的にとらえた調査が必要である。

付記

　本研究は、第18回高齢者虐待防止学会で発表した内容に加筆、修正したものである。
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